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P R I NC I P L E S

つなぐことが、

誰かの不利益に

なってはならない。

紹介・提携・共同支援に関する基本原則

紹介という仕組みは、扱い方を誤れば容易にお客様の利益を損ないます。

CO-LINKが何をしないかを、あらかじめ明示します。

透明であること。上限があること。成果に連動すること。
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P r i n c i p l e s

5つの基本原則

1 お客様の利益が、常に優先する

紹介報酬の有無が、ご提案の内容に影響することはありません。CO-LINKに報酬が生じない選択

肢のほうが適切であれば、それをお伝えします。

2 同意なく、個人情報を渡さない

ご本人の同意を得たうえで、必要最小限の範囲でのみ情報を共有します。共有範囲は事前に明示

します。

3 士業への紹介料には、一切関与しない

弁護士法第72条ほか関係法令の趣旨に従い、士業への紹介に関する紹介料の授受には関与しま

せん。

4 紹介の連鎖そのものを、収益源にしない

無限連鎖講・連鎖販売取引に該当し得る仕組みは組みません。報酬は成果連動・透明・上限つきと

します。

5 できないことを、できると言わない

成果・採択・受給・融資・採用・売却・節税を保証する説明は行いません。担当できない領域は、その

旨をお伝えします。

なぜ、わざわざ明文化するのか

紹介という仕組みは、放っておくと「紹介しやすい先」へ寄っていきます。報酬が生じる先、付き合いの

長い先、断られにくい先——いずれもお客様の利益とは無関係な理由です。これを避けるには、原則

を先に書いて、後から自分たちを縛るしかありません。

条件は着手前に書面で確認します。口頭の合意のまま進めることはありません。
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P r o h i b i t e d

行わないこと

CO-LINKが行うこと CO-LINKが行わないこと

利益相反が疑われる場合

CO-LINKまたは連携先が、同一案件の複数の当事者に関与し得る場合、着手前に確認し、必要

に応じて関与しません。関与する場合も、その事実をあらかじめ関係者に開示します。

お気づきの点があれば

本原則に反する行為をご覧になった場合は、案件担当とは別の窓口（info@co-link1618.com）へ

ご連絡ください。内容を確認し、事実が認められた場合は連携を停止します。

つなぐことが、誰かの不利益になってはならない。

この一文が守られない連携であれば、続ける意味がありません。お客様・専門家・パートナーのい

ずれに対しても、同じ基準を適用します。

相談内容の整理と、確認すべき事項の提示

適切と考えられる支援先・専門家の候補提示

お客様の同意に基づく情報共有

契約・報酬条件の事前明示

進捗の記録と共有

同意のない個人情報の提供

士業への紹介料の授受・仲介

成果保証を前提とした勧誘

紹介の連鎖を収益源とする仕組み

報酬の有無で提案内容を変えること
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Con t a c t

ご相談から支援開始までの流れ

1 ご相談（無料・オンライン可）

いま起きていること、困っていることをそのままお話しください。整理されていなくて構いません。

2 状況と論点の整理

確認すべき事項、関係する制度、必要な資料、想定される期限を一覧にしてお返しします。

3 進め方のご提案

CO-LINKが担う範囲、専門家に依頼する範囲、費用と期間の目安をお示しします。

4 着手・進行管理

実務の実行と関係者調整を進め、決定事項と次の一手を記録して共有します。

本資料の位置づけと注意事項

※これは一般情報です。最終判断前に必ず該当分野の専門家へ確認してください。

株式会社CO-LINK

〒225-0015　神奈川県横浜市青葉区荏田北1-2-1

Platform412

TEL 050-3155-1904　／　info@co-link1618.com

法人番号 3020003026938

お問い合わせ

Web：co-linkweb.com

お問い合わせフォーム：co-linkweb.com/contact

無料診断：co-linkweb.com/diagnosis
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本資料は一般的なご案内であり、個別の法的・税務的・財務的な最終判断を示すものではありません。

本原則は、個別の契約書・報酬規程・各業界の規制に優先されるものではありません。より厳しい定めがある場合

は、そちらに従います。

本原則の内容は、運用状況に応じて更新することがあります。

制度・法令・要件は改正されることがあります。ご検討の際は必ず最新の公式情報をご確認ください。

採択・受給・融資・採用・成約・売却・節税などの成果を保証するものではありません。

資格が必要な業務（法律・税務・登記・労務・許認可・鑑定評価等）は、有資格者がそれぞれの責任において行いま

す。


